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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第21期中より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、第22期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (千円) ― 3,006,239 3,335,140 ― 6,713,883

経常利益 (千円) ― 199,283 222,263 ― 436,549

中間(当期)純利益 (千円) ― 134,746 89,728 ― 429,658

純資産額 (千円) ― 4,292,825 4,322,449 ― 4,311,391

総資産額 (千円) ― 9,335,164 10,308,348 ― 10,222,725

１株当たり純資産額 (円) ― 25,046 25,721 ― 25,739

１株当たり中間(当期)純
利益

(円) ― 806 538 ― 2,376

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純
利益

(円) ― 801 537 ― 2,357

自己資本比率 (％) ― 46.0 40.8 ― 42.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 433,294 112,871 ― 566,499

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― △318,490 △552,290 ― △1,040,196

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) ― 253,574 19,669 ― 968,571

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(千円) ― 2,729,263 2,439,247 ― 2,858,560

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名) ―
181
(150)

211
(250)

―
195
(182)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、第20期中においては損益等からみて重要性に乏しいため、記

載しておりません。また第21期中、第21期及び第22期中においては中間連結財務諸表(連結財務諸表）を作

成しているため、記載しておりません。 

３ 第20期の１株当たり配当額3,000円には、設立20周年記念配当1,000円を含んでおります。 

４ 第21期中においては、平成17年５月20日付で株式１株を10株に分割しております。 

５ 営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フ

ロー及び現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高については、第21期中、第21期及び第22期中において

は第21期中から中間連結財務諸表を作成しているため、記載しておりません。 

６ 第22期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、中間純損失が計上されているため、記載して

おりません。 

  

回次 第20期中 第21期中 第22期中 第20期 第21期

会計期間

自 平成16年
４月１日

至 平成16年
９月30日

自 平成17年
４月１日

至 平成17年
９月30日

自 平成18年
４月１日

至 平成18年
９月30日

自 平成16年
４月１日

至 平成17年
３月31日

自 平成17年
４月１日

至 平成18年
３月31日

売上高 (千円) 2,534,546 2,950,160 2,603,189 5,361,531 6,225,657

経常利益 (千円) 186,315 180,778 227,938 345,360 430,561

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△)

(千円) 205,006 174,608 △47,370 296,422 304,559

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ― ― ― 10,688 ―

資本金 (千円) 1,406,612 1,406,612 1,406,612 1,406,612 1,406,612

発行済株式総数 (株) 18,636.89 186,368.90 186,368.90 18,636.89 186,368.90

純資産額 (千円) 3,314,974 4,365,756 4,051,136 3,696,298 4,293,029

総資産額 (千円) 7,918,038 9,190,739 8,736,457 8,563,499 9,095,538

１株当たり純資産額 (円) 209,014 25,472 24,767 226,917 25,629

１株当たり中間(当期)
純利益又は１株当たり 
中間純損失(△)

(円) 12,862 1,044 △284 17,462 1,635

潜在株式調整後
１株当たり
中間(当期)純利益

(円) 12,813 1,039 ― 17,343 1,622

１株当たり配当額 (円) 0 0 0 3,000 200

自己資本比率 (％) 41.9 47.5 46.4 43.2 47.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 202,094 ― ― 199,092 ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 283,795 ― ― △227,547 ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △674,906 ― ― △224,402 ―

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 2,389,400 ― ― 2,325,163 ―

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
147
(59)

170
(104)

172
(34)

160
(63)

168
(90)



２ 【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な

 変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 事業の種類別セグメントにおける従業員数 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（ ）内は、臨時従業員の当中間連結会計期間における平均雇用人員であり、外数で記載して

おります。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（ ）内は、臨時従業員の当中間会計期間における平均雇用人員であり、外数で記載しており

ます。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

出版事業 95（  8）

コーポレートサービス事業 33（  0）

ソフトウェア・ネットワーク事業 34（ 26）

インターネットカフェ事業 22（216）

その他の事業 17（  0）

全社（共通） 10（  0）

合計 211（250）

従業員数(名) 172（34）



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間の事業の種類別セグメントの業績について以下のとおりご説明いたします。 

 

 出版事業におきましては、当期間を通じ学習ソフトウェア販売及びE－ラーニング関連売上、セミナ

ー・カンファレンス関連売上が好調だったものの、第１四半期に書籍・雑誌の売上が伸び悩んだため、

売上高は1,428百万円（前年同期比11.1％減）、営業利益159百万円（前年同期比28.5％減）となりまし

た。 

 コーポレートサービス事業におきましては、クライアントのマーケティング投資等が引続き好調であ

り、前年に比べ受注内容が 制作・デザイン等利益率の高い案件にシフトしたことから、売上高は577百

万円（前年同期比2.7％減）、営業利益74百万円（前年同期比152.5％増）となりました。 

 ソフトウェア・ネットワーク事業におきましては、モバイル関連事業がやや不調であったものの、ゲ

ームソフトの受託開発においては予定通りの開発進行を行うことができ、順調に推移いたしました。ゲ

ーム施設の運営につきましても、通信型ゲームの稼動が引続き好調であったことなどから堅調に推移い

たしました。この結果、売上高は596百万円（前年同期比0.3％減）、営業利益127百万円（前年同期比

5.5％増）となりました。 

 インターネットカフェ事業におきましては、同事業の展開の加速を図るため当期間中に5店舗増や

し、当中間期末には首都圏中心に14店舗を展開しております。体制競争力のある店舗運営が奏功し、グ

ループ全体の成長を牽引いたしました。当事業セグメントの売上高は572百万円（前年同期比279.3％

増）、営業利益37百万円（前年同期比64百万円増）となりました。 

 その他の事業につきましては、人材派遣・紹介事業が拡大し、売上高159百万円（前年同期比183.5％

増）、営業損失6百万円（前年同期比9百万円利益減）となりました。 

 この結果、当中間連結会計期間の連結売上高は3,335百万円（前年同期比10.9％増）、連結営業利益

は270百万円（前年同期比15.0％増）、連結経常利益は222百万円（前年同期比11.5％増）となりまし

た。 

 特別利益として、当社持分法適用関連会社の㈱イージーユーズの上場に伴う持分変動利益を計上しま

した。また、会計健全性の積極的な向上を図るため、平成20年より導入が予定されております「棚卸資

産の評価に関する会計基準」を当中間連結会計期間より先行して適用したことにより、一時損失を特別

損失として計上いたしました。結果、連結中間純利益は89百万円（前年同期比33.4％減）となりまし

た。 

 なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に

比べ419百万円減少し、2,439百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は112百万円（前中間連結会計期間比74.0％減）となりました。税金等調

整前中間純利益132百万円に対する主な加算要因は、売上債権の減少額229百万円、固定資産の減価償却

費及び長期前払費用の償却額118百万円であり、主な減算要因は、法人税等の支払額228百万円、たな卸

資産の増加額91百万円であります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は552百万円（前中間連結会計期間比73.4％増）となりました。これ

は、主に投資有価証券の取得による支出467百万円、投資有価証券の売却による収入378百万円及び固定

資産の取得による支出364百万円によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は19百万円（前中間連結会計期間比92.2％減）となりました。収入の主

な内訳は、社債の発行による収入313百万円であり、支出の主な内訳は、長期借入金の返済による支出

240百万円及び配当金の支払額32百万円であります。 

 

当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 
（注）時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 
※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使 
 用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての 
 負債を対象としております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払 
 額及び社債利息の支払額を使用しております。 
※債務償還年数の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算する為２倍にしております。 

  

平成18年３月期 平成19年３月期

中間 期末 中間

自己資本比率（％） 46.0 42.2 40.8

時価ベース自己資本比率(%) 100.6 77.5 53.7

債務償還年数(年) 4.1 7.4 19.5

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 17.8 11.8 3.9



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

 当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 
(注) １ コーポレートサービス事業の全部及びソフトウェア開発事業の一部について受注生産を行っております。 

２ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 仕入実績 

 当中間連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ
ります。 

 
(注) 金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの 
名          称

当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日）

金額(千円) 前年同期比(％)

出版事業 1,605,466 △4.5

コーポレートサービス事業 594,125 0.6

ソフトウェア・ネットワーク事業 362,260 △38.3

合計 2,561,853 △10.4

事業の種類別セグメントの 
名          称

当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日）

受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

コーポレートサービス事業 859,587 20.8 453,931 76.8

ソフトウェア・ネットワーク事業 124,049 9.5 139,052 △8.1

合計 983,636 19.2 592,984 45.4

事業の種類別セグメントの 
名          称

当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日）

金額(千円) 前年同期比(％)

出版事業 46,547 △16.9

合計 46,547 △16.9



(4) 販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの 
名          称

当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日

 至 平成18年９月30日）

金額(千円) 前年同期比(％)

出版事業 1,428,773 △11.1

コーポレートサービス事業 577,625 △2.7

ソフトウェア・ネットワーク事業 596,790 △0.3

インターネットカフェ事業 572,521 279.3

その他の事業 159,429 183.5

合計 3,335,140 10.9

相手先

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

日本出版販売㈱ 423,498 14.1 350,593 10.5



３ 【対処すべき課題】 

当社は企業集団として総体の成長を重視すべきとの判断から、戦略的投資やM&Aなども活用しながら、

事業セグメントごとに子会社、関連会社などを含めた成長の加速を実現して行く必要があると考えており

ます。その一環として、会社分割による純粋持株会社化を実施いたしております。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

平成18年６月23日開催の当社定時株主総会において、当社は平成18年10月１日を期して当社の100％連

結子会社「㈱翔泳社」「㈱SEデザイン」「SEモバイル・アンド・オンライン㈱」及び「㈱ゲームグース」

を会社分割により新設し、当社の全事業である出版事業、コーポレートサービス事業、ソフトウェア・ネ

ットワーク事業及び遊技場、ゲームセンター経営事業を各々の子会社に承継させるための会社分割を行う

ことを決議いたしました。 

 会社分割の概要は以下のとおりであります。 

 

（１）会社分割の目的 

 戦略策定・監視機能と業務遂行機能の分離、及び企業グループ総体としての機動力や競争力の強化を目

的としております。なお、当社はこの会社分割を機に商号を「SEホールディングス・アンド・インキュベ

ーションズ㈱」に変更し、純粋持株会社として、事業子会社の管理・統括を行うと同時にIT関連企業等の

起業支援・企業育成を積極的に実施することにより、当社グループの拡大と成長を目指してまいります。

 

（２）会社分割の要旨 

①会社分割に係る株主総会決議  平成18年６月23日 

②会社分割期日  平成18年10月１日 

③会社分割方式 

 当社を新設分割会社とし、㈱翔泳社、㈱SEデザイン、SEモバイル・アンド・オンライン㈱及び㈱ゲーム

グースを新設分割設立会社とする分社型の新設分割 

④株式の割当 

 ㈱翔泳社が発行する普通株式1,000株、㈱SEデザインが発行する普通株式600株、SEモバイル・アンド・

オンライン㈱が発行する普通株式600株及び㈱ゲームグースが発行する普通株式600株のすべてを当社に対

して割当交付する。 

⑤新設分割設立会社が承継する資産・負債 

 承継資産、負債の項目及び金額は、平成18年３月31日現在の貸借対照表その他同日現在の計算を基礎と

し、これに分割期日に至るまでの増減を加除して確定する。 

(ⅰ)株式会社 翔泳社 

 
(ⅱ)株式会社 SEデザイン 

 
(ⅲ)SEモバイル・アンド・オンライン 株式会社 

項目 資産 項目 負債

流動資産 2,895百万円 流動負債 1,085百万円

固定資産 115百万円 固定負債 1,760百万円

合 計 3,011百万円 合 計 2,846百万円

項目 資産 項目 負債

流動資産 309百万円 流動負債 147百万円

固定資産 15百万円 固定負債 22百万円

合 計 325百万円 合 計 170百万円



 
(ⅳ)株式会社 ゲームグース 

 
  

５ 【研究開発活動】 

当社グループのソフトウエア・ネットワーク事業セグメントにおいては、オンラインゲームやモバイル

コンテンツ、モバイルサービスなどの基礎となる研究開発に取り組んでおります。 

 当中間連結会計期間の研究開発費総額は12,331千円であります。 

  

  

  

  

項目 資産 項目 負債

流動資産 200百万円 流動負債 113百万円

固定資産 91百万円 固定負債 16百万円

合 計 292百万円 合 計 130百万円

項目 資産 項目 負債

流動資産 152百万円 流動負債 335百万円

固定資産 304百万円 固定負債 2百万円

合 計 456百万円 合 計 337百万円



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特に記載すべき事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 740,000

計 740,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 186,368.90 186,368.90
ジャスダック証券
取引所

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 186,368.90 186,368.90 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 
  

① 平成14年４月１日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権 

株主総会の特別決議日(平成12年６月23日) 

  

 
(注) １ 権利付与日以降、株式の分割または併合が行われる場合、未行使の新株引受権の目的たる株式の数は分割ま

たは併合の比率に応じ比例的に調整される。 

２ 権利付与日以降、株式の分割または併合が行われる場合、発行価額は分割または併合の比率に応じ比例的に

調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。また、権利付与日以降、時価を下回

る価額で新株を発行(平成14年４月１日改正前商法に定める新株引受権証券および同改正前商法第280条ノ19

の規定に基づく新株引受権の権利行使の場合を除く。)するときは、次の算式により発行価額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
３ ①権利を付与された者は、当社の取締役または従業員たる地位を失った後も、これを行使することができ

る。また、権利を付与された者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができる。ただし、いず

れの場合にも後記③に掲げる権利付与契約に定める条件による。 
  

  ②権利を付与された者は、付与された権利の第三者への譲渡、質入れその他の処分をすることはできない。

  ③この他、権利行使の条件は、平成12年６月23日の定時株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と

付与の対象者との間で締結する権利付与契約に定めるものとする。 

４ その他、権利付与日以降、当社が他社と吸収合併または新設合併等を行う場合、株式交換もしくは株式移転

を行う場合、または会社分割を行う場合その他調整の必要が生じた場合は、合理的な範囲で新株引受権の目

的たる株式の数、新株発行価額、権利行使期間その他について必要と認める調整を行い、また権利行使を制

限し、未行使の権利を失効させることができるものとする。 

  

  

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)  3,560（注）１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円)   125,463（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
平成14年６月24日から
平成22年６月22日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 125,463
 資本組入額  62,732

同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の第三者への譲渡、質入
れその他の処分はできない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数



株主総会の特別決議日(平成13年６月26日) 

  

 
(注) １ 権利付与日以降、株式の分割または併合が行われる場合、未行使の新株引受権の目的たる株式の数は分割ま

たは併合の比率に応じ比例的に調整される。 

２ 権利付与日以降、株式の分割または併合が行われる場合、発行価額は分割または併合の比率に応じ比例的に

調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。また、権利付与日以降、時価を下回

る価額で新株を発行(平成14年４月１日改正前商法に定める新株引受権証券および同改正前商法第280条ノ19

の規定に基づく新株引受権の権利行使の場合を除く。)するときは、次の算式により発行価額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
３ ①権利を付与された者は、当社の取締役または従業員たる地位を失った後は、これを行使することができな

い。 

  ②権利を付与された者は、付与された権利の第三者への譲渡、質入、相続その他の処分をすることができな

い。 

  ③この他、権利行使の条件は、平成13年６月26日の定時株主総会決議および取締役会決議に基づき、当社と

付与の対象者との間で締結する権利付与契約に定めるものとする。 

４ その他、権利付与日以降、当社が他社と吸収合併または新設合併等を行う場合、株式交換もしくは株式移転

を行う場合、または会社分割を行う場合その他調整の必要が生じた場合は、合理的な範囲で新株引受権の目

的たる株式の数、新株発行価額、権利行使期間その他について必要と認める調整を行い、また権利行使を制

限し、未行使の権利を失効させることができるものとする。 

  

  

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数(個) － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)  2,417（注）１ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円)    54,500（注）２ 同左

新株予約権の行使期間
平成15年６月27日から
平成23年６月25日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 54,500
 資本組入額  27,250

同左

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の第三者への譲渡、質入
その他の処分はできない。

同左

代用払込みに関する事項      － －

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後発行価額＝調整前発行価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数



② 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権 

株主総会の特別決議日（平成14年６月25日） 

 
(注) １ 平成17年５月20日付の株式分割（分割比率１:10）により、新株予約権１個につき目的となる株式数を１株

から10株に変更しております。 

２ 新株予約権を発行する日（以下、「発行日」という。）以降、当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場

合には、各新株予約権の目的たる株数（以下、「付与株式数」という。）を次の算式により調整し（１株未

満の端数は切捨て）、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消去さ

れていない新株予約権の総数を乗じた数とする。 

 調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合比率 

また、発行日以降、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするや

むを得ない事由が生じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与

株式数を調整し、新株予約権の目的たる株式の総数は、調整後付与株式数に当該時点で行使又は消去されて

いない新株予約権の総数を乗じた数とする。 

３ 発行日以降、以下の事由が生じた場合は、払込価額をそれぞれ調整する。 

  ①当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切り上げる。 

 
  ②当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合（新株予約権

の行使、平成14年４月１日改正前商法に定める転換社債の転換、新株引受権証券ならびに平成14年４月１

日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使の場合を除く。）は、次の算式により払込価

額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

 
なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に読み替えるものとする。 

  ③当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生

じたときは、資本減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整するもの

とする。 

４ ①権利を付与された者は、当社の取締役または従業員たる地位を失った後は、これを行使することができな

い。 

  ②権利を付与された者は、付与された権利の第三者への譲渡、質入、相続その他の処分をすることができな

い。 

  ③この他、権利行使の条件は、平成14年６月25日の定時株主総会決議および平成14年７月３日の取締役会決

議に基づき、当社と付与の対象者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるものとする。 

  

中間会計期間末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数(個) 199（注）１ 198（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)  1,990（注）２  1,980（注）２

新株予約権の行使時の払込金額(円)    26,600（注）３ 同左

新株予約権の行使期間
平成16年６月26日から
平成24年６月24日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  26,600
 資本組入額  13,300

同左

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の第三者への譲渡、質入
れその他の処分はできない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

調整後払込価額＝調整前払込価額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込価額＝調整前払込価額×
時価

既発行株式数＋新規発行株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日

― 186,368.90 ― 1,406,612 ― 1,316,095

氏名または名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社翔泳社 新宿区舟町５ 22,805 12.23

速水浩二 横浜市青葉区大場町 18,440 9.89

井上智治 港区白金台 16,440 8.82

イクシス インベスター サービ
シズ パリ

（常任代理人） 
㈱東京三菱銀行カストディ業務部 
千代田区丸の内2-7-1

8,500 4.56

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町2-2-1 7,400 3.97

長廻健太郎 杉並区松庵 6,596 3.53

佐々木幹夫 武蔵野市吉祥寺東町 5,100 2.73

篠崎晃一 小平市学園西町 4,840 2.59

片岡巖 新宿区矢来町 4,200 2.25

凸版印刷株式会社 台東区台東1-5-1 2,000 1.07

計 ― 96,321 51.68



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年9月30日現在 

 
(注) １ 「端株」欄の普通株式には、当社所有の自己株式0.50株が含まれております。 

   ２ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が9株（議決権9個）含まれておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ―       ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―       ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 22,805

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 163,563 163,563 同上

端株 普通株式  0.90 ― 同上

発行済株式総数 186,368.90 ― ―

総株主の議決権 ― 163,563 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社翔泳社

東京都新宿区舟町５ 22,805 ― 22,805 12.23

計 ― 22,805 ― 22,805 12.23

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 48,000 45,000 39,900 36,000 39,000 42,450

最低(円) 40,000 38,600 32,900 27,020 27,510 31,700



第５ 【経理の状況】 

 １ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（１）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

（２）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年

大蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連

結財務諸表及び中間財務諸表については、中央青山監査法人により中間監査を受け、当中間連結会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、みすず監査法人により

中間監査を受けております。 

 なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変

更し、みすず監査法人になりました。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※２ 2,955,124 2,665,108 3,084,421

 ２ 受取手形及び売掛金 ※３ 1,337,055 1,440,762 1,669,957

 ３ 有価証券 134,389 97,105 96,927

 ４ たな卸資産 1,214,573 1,210,017 1,118,924

 ５ 繰延税金資産 73,029 136,712 114,062

 ６ その他 47,846 139,046 234,130

   貸倒引当金 △ 3,877 △3,726 △ 5,186

   流動資産合計 5,758,139 61.7 5,685,026 55.1 6,313,239 61.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※1,2 839,218 1,189,488 957,402

  (2) 土地 ※２ 1,102,394 1,105,192 1,102,394

  (3) その他 ※１ 151,972 300,603 204,000

   有形固定資産合計 2,093,586 2,595,284 2,263,797

 ２ 無形固定資産

  (1) 連結調整勘定 309,721 - 249,270

  (2) のれん - 242,851 -

  (3) その他 33,583 79,639 49,980

   無形固定資産合計 343,304 322,490 299,250

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 526,265 1,043,711 775,857

  (2) 関係会社株式 164,060 - -

  (3) 敷金・保証金 260,819 413,576 348,691

  (4) その他 208,470 267,153 252,360

    貸倒引当金 △ 19,482 △18,893 △ 30,471

   投資その他の 
   資産合計

1,140,133 1,705,547 1,346,438

   固定資産合計 3,577,024 38.3 4,623,322 44.9 3,909,486 38.2

   資産合計 9,335,164 100.0 10,308,348 100.0 10,222,725 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 530,825 547,523 514,279

 ２ 短期借入金 ※２ 953,500 597,850 752,280

 ３ １年以内償還 
   予定社債

400,000 720,000 340,000

 ４ 未払法人税等 133,850 82,239 262,064

 ５ 賞与引当金 81,357 69,153 63,389

 ６ 返品調整引当金 115,710 133,550 146,650

 ７ その他 429,884 579,909 450,877

   流動負債合計 2,645,127 28.3 2,730,227 26.5 2,529,541 24.7

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,580,000 2,310,000 2,390,000

 ２ 長期借入金 ※２ 649,500 767,300 704,700

 ３ 退職給付引当金 151,302 154,865 152,699

 ４ 繰延税金負債 3,276 - -

 ５ その他 13,131 23,507 21,939

   固定負債合計 2,397,210 25.7 3,255,672 31.6 3,269,338 32.0

   負債合計 5,042,338 54.0 5,985,899 58.1 5,798,879 56.7

   (少数株主持分)

  少数株主持分 - - - - 112,454 1.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,406,612 15.1 - - 1,406,612 13.8

Ⅱ 資本剰余金 1,937,400 20.8 - - 1,938,164 19.0

Ⅲ 利益剰余金 1,109,428 11.9 - - 1,328,089 13.0

Ⅳ 土地再評価差額金 10,409 0.1 - - 10,409 0.1

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金

119,599 1.3 - - 107,994 1.0

Ⅵ 為替換算調整勘定 △4,849 △0.1 - - △ 2,266 △0.0

Ⅶ 自己株式 △285,775 △3.1 - - △ 477,613 △4.7

   資本合計 4,292,825 46.0 - - 4,311,391 42.2

   負債、少数株主持分 
      及び資本合計

9,335,164 100.0 - - 10,222,725 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 - 1,406,612 -

 ２ 資本剰余金 - 1,938,203 -

 ３ 利益剰余金 - 1,355,817 -

 ４ 自己株式 - △624,522 -

   株主資本合計 - - 4,076,110 39.5 - -

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

- 122,344 -

 ２ 土地再評価差額金 - 10,409 -

 ３ 為替換算調整勘定 - △1,811 -

   評価・換算差額等 
   合計

- - 130,942 1.3 - -

Ⅲ 少数株主持分 - - 115,396 1.1 - -

   純資産合計 - - 4,322,449 41.9 - -

   負債純資産合計 - - 10,308,348 100.0 - -



② 【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 3,006,239 100.0 3,335,140 100.0 6,713,883 100.0

Ⅱ 売上原価 ※６ 2,075,558 69.0 2,278,880 68.3 4,631,751 69.0

   売上総利益 930,680 31.0 1,056,260 31.7 2,082,132 31.0

   返品調整引当金 
   繰入額

- - - - 23,090 0.3

   返品調整引当金 
   戻入額

7,850 0.2 13,100 0.4 - -

   差引売上総利益 938,530 31.2 1,069,360 32.1 2,059,042 30.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 703,161 23.4 798,681 24.0 1,522,456 22.7

   営業利益 235,369 7.8 270,678 8.1 536,586 8.0

Ⅳ 営業外収益

 １ 投資有価証券売却益 - 10,881 41,143

 ２ 投資事業組合運用益 4,112 - 3,402

 ３ 持分法による 
   投資利益

16,582 - 12,996

 ４ その他 3,571 24,267 0.8 3,980 14,861 0.5 10,838 68,381 1.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 24,687 28,006 51,408

 ２ 新株発行費 6,860 - -

 ３ 社債発行費 - - 21,228

 ４ 自己株式処分費用 9,500 - 9,500

 ５ 買収関連費用 12,000 1,000 48,478

 ６ 持分法による 
   投資損失

- 19,530 -

 ７ その他 7,305 60,353 2.0 14,739 63,276 1.9 37,802 168,417 2.5

   経常利益 199,283 6.6 222,263 6.7 436,549 6.5

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 1,311 - 1,768

 ２ 投資有価証券売却益 160,850 - 166,428

 ３ 持分変動利益 - 99,636 199,732

 ４ その他 - 162,161 5.4 2,764 102,401 3.1 12,040 379,969 5.6

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却損 ※３ 7,407 - 7,407

 ２ 固定資産除却損 ※４ 852 2,150 45,387

 ３ たな卸資産評価損 ※６ - 125,491 -

 ４ 投資有価証券評価損 - 20,228 -

 ５ 役員退職慰労金 - 30,000 -

 ６ 減損損失 ※５ 69,889 - 88,371

 ７ 貯蔵品廃棄損 18,133 - 18,133

 ８ その他 - 96,282 3.2 14,270 192,141 5.8 4,389 163,689 2.4

   税金等調整前中間 
   (当期)純利益

265,161 8.8 132,523 4.0 652,830 9.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

94,409 67,252 232,665

   法人税等調整額 36,005 130,415 4.3 △27,399 39,853 1.2 △ 10,275 222,390 3.3

   少数株主利益 - - 2,941 0.1 781 0.0

   中間(当期)純利益 134,746 4.5 89,728 2.7 429,658 6.4



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,611,401 1,611,401

Ⅱ 資本剰余金増加高

 １ 自己株式処分差益 325,999 325,999 326,763 326,763

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高 1,937,400 1,938,164

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 1,071,505 1,071,505

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 中間(当期)純利益 134,746 134,746 429,658 429,658

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 48,603 48,603

 ２ 役員賞与 20,000 20,000

 ３ 連結初年度に伴う利益剰余金 

   減少高
28,220 28,220

 ４ 合併による利益剰余金 

   減少高
- 96,823 76,250 173,073

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 1,109,428 1,328,089



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,406,612 1,938,164 1,328,089 △477,613 4,195,252

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △33,500 △33,500

 役員賞与（注） △28,500 △28,500

 中間純利益 89,728 89,728

 自己株式の取得 △148,465 △148,465

 自己株式の処分 38 1,557 1,596

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

- 38 27,727 △146,908 △119,142

平成18年９月30日残高(千円) 1,406,612 1,938,203 1,355,817 △624,522 4,076,110

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価 
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 107,994 10,409 △2,266 116,138 112,454 4,423,846

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △33,500

 役員賞与（注） △28,500

 中間純利益 89,728

 自己株式の取得 △148,465

 自己株式の処分 1,596

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

14,349 - 455 14,804 2,941 17,745

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

14,349 - 455 14,804 2,941 △101,396

平成18年９月30日残高(千円) 122,344 10,409 △1,811 130,942 115,396 4,322,449



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前中間(当期)純利益 265,161 132,523 652,830

 ２ 固定資産の減価償却費及び 
   長期前払費用の償却額

66,226 118,627 170,649

 ３ 減損損失 69,889 - 88,371

 ４ 貸倒引当金の増減額 1,725 △13,038 13,991

 ５ 賞与引当金の増減額 6,440 5,764 △11,527

 ６ 返品調整引当金の増減額 △7,850 △13,100 23,090

 ７ 退職給付引当金の増減額 14,891 2,166 16,287

 ８ 自己株式処分費用 9,500 - 9,500

 ９ 投資有価証券売却益 △160,850 △10,881 △207,571

 10 投資有価証券評価損 - 20,228 -

 11 固定資産売却益 △1,311 - △1,768

 12 固定資産売却損 7,407 - 7,407

 13 固定資産除却損 852 2,150 45,387

 14 持分変動利益 - △99,636 △199,732

 15 持分法による投資損益 △16,582 19,530 △12,996

 16 受取利息及び受取配当金 △345 △975 △1,135

 17 支払利息 24,687 28,006 51,408

 18 売上債権の増減額 210,034 229,195 △119,177

 19 たな卸資産の増減額 △30,008 △91,092 65,833

 20 仕入債務の増減額 24,531 36,794 46,229

 21 前受金の増減額 9,284 △4,430 △40,106

 22 未払消費税等の増減額 2,855 △26,695 35,963

 23 その他の資産の増減額 △3,907 △9,228 △64,342

 24 その他の負債の増減額 △1,801 51,954 27,226

 25 役員賞与の支払額 △20,000 △28,500 △20,000

 26 その他 △4,183 19,784 68,818

    小計 466,646 369,148 644,637

 27 利息及び配当金の受取額 374 1,407 1,135

 28 利息の支払額 △24,378 △29,280 △47,973

 29 法人税等の支払額 △9,348 △228,403 △31,300

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

433,294 112,871 566,499



前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有価証券の売却による収入 - - 30,260

 ２ 社債の償還による収入 11,115 - 19,919

 ３ 固定資産の取得による支出 △208,613 △364,104 △600,112

 ４ 固定資産の売却による収入 15,018 - 18,205

 ５ 投資有価証券の取得による支出 △560 △467,514 △514,732

 ６ 投資有価証券の売却による収入 189,368 378,668 475,605

 ７ 投資事業組合分配金の受取額 - - 24,005

 ８ 新規連結子会社株式の取得による 
   支出

△306,684 - △368,703

 ９ 貸付金の回収による収入 - - 3,140

 10 長期前払費用による支出 △5,600 △48,215 △29,848

 11 敷金・保証金の支払による支出 △14,620 △65,574 △76,537

 12 敷金・保証金の回収による収入 2,085 690 4,060

 13 預り保証金に伴う収入 - - 10,000

 14 保険解約による収入 - 14,696 13,110

 15 その他 - △937 △48,570

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△318,490 △552,290 △1,040,196

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の増減額(純額) △91,900 △900 △119,800

 ２ 長期借入による収入 - 150,000 150,000

 ３ 長期借入金の返済による支出 △90,400 △240,930 △389,930

 ４ 社債の発行による収入 - 313,921 1,128,772

 ５ 社債の償還による支出 - △20,000 △400,000

 ６ 自己株式の取得による支出 - △148,465 △194,000

 ７ 自己株式の処分による収入 442,500 - 442,500

 ８ 第三者割当増資による収入 - - 359,731

 ９ 新株予約権の行使による収入 53,053 1,596 55,979

 10 配当金の支払額 △47,883 △32,935 △48,124

 11 割賦購入未払金の支払による支出 △11,795 △2,617 △16,556

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

253,574 19,669 968,571

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 584 435 3,386

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 368,963 △419,313 498,260

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 2,360,300 2,858,560 2,360,300

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※１ 2,729,263 2,439,247 2,858,560



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

 すべての子会社を連結して
おります。
 連結子会社の数  ３社
 連結子会社の名称

ＩＮＣユナイテッド株式
会社
株式会社翔泳社プラス
株式会社クラスエイ

上記のうち、ＩＮＣユナイ
テッド㈱については、平成17
年９月１日の株式取得により
子会社となったため、当中間
連結会計期間末より連結の範
囲に含めております。また、
ＩＮＣユナイテッド㈱は、平
成17年10月３日に商号を㈱リ
バティハウスより変更してお
ります。

すべての子会社を連結してお
ります。
 連結子会社の数  ３社
 連結子会社の名称

ＩＮＣユナイテッド株式
会社
株式会社翔泳社プラス
株式会社クラスエイ

すべての子会社を連結してお
ります。
 連結子会社の数  ３社
 連結子会社の名称

ＩＮＣユナイテッド株式
会社
株式会社翔泳社プラス
株式会社クラスエイ

（注）株式会社コミカは平成
17年10月１日の株式取得に伴
い、連結子会社となりました
が、平成17年12月９日、INCユ
ナイテッド株式会社と合併
し、連結子会社ではなくなり
ました。

２ 持分法の適用に関

する事項

 すべての関連会社を持分法
の適用範囲に含めておりま
す。
 持分法を適用した
 関連会社数    ４社
 持分法適用の関連会社名

eCapital Investments 
Limited
株式会社イージーユーズ
Global Vision 
Technologies.,Inc
株式会社モバイル・アフ
ィリエイト

すべての関連会社を持分法の
適用範囲に含めております。
 持分法を適用した
 関連会社数    ５社
 持分法適用の関連会社名

eCapital Investments 
Limited
株式会社イージーユーズ
Global Vision 
Technologies.,Inc
株式会社モバイル・アフ
ィリエイト 
株式会社アールラーニン
グ

すべての関連会社を持分法の
適用範囲に含めております。
 持分法を適用した
 関連会社数    ５社
 持分法適用の関連会社名

eCapital Investments 
Limited
株式会社イージーユーズ
Global Vision 
Technologies.,Inc
株式会社モバイル・アフ
ィリエイト 
株式会社アールラーニン
グ

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

ＩＮＣユナイテッド㈱の中
間決算日は、２月28日であ
り、中間連結財務諸表を作成
するに当たっては、平成17年
８月31日現在の財務諸表を使
用しております。

すべての連結子会社の中間
決算日と中間連結決算日は一
致しております。

 すべての連結子会社の事
業年度の末日は、連結決算日
と一致しております。



項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関

する事項

(1）重要な資産の評

価基準及び評価

方法

①有価証券
 ａその他有価証券
  時価のあるもの

：中間連結決算日の市場
価格等に基づく時価法
(評価差額は全部資本
直入法により処理し、
売却原価は、移動平均
法により算定)

①有価証券
 ａその他有価証券
  時価のあるもの

：中間連結決算日の市場
価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資
産直入法により処理
し、売却原価は移動平
均法により算定）

①有価証券
 ａその他有価証券
  時価のあるもの

：決算日の市場価格等に
基づく時価法
（評価差額は全部資本
直入法により処理し、
売却原価は移動平均法
により算定）

  時価のないもの
：移動平均法による原価
法

  時価のないもの
：移動平均法による原価
法
なお、投資事業有限

責任組合及びそれに類
する組合への出資（証
券取引法第２条第２項
により有価証券とみな
されるもの）について
は、組合契約に規定さ
れる決算報告日に応じ
て入手可能な最近の決
算書を基礎とし、持分
相当額を純額で取り込
む方法によっておりま
す。

  時価のないもの
：同左

②たな卸資産 
 ａ製品・商品

先入先出法による原価法
 ｂ仕掛品

個別法による原価法
 ｃ貯蔵品

最終仕入原価法

②たな卸資産
評価基準は原価法(収益

性の低下による簿価切下げ
の方法)によっておりま
す。
ａ製品・商品
先入先出法

ｂ仕掛品
個別法

ｃ貯蔵品
最終仕入原価法

（会計方針の変更）
「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」(企業会計基
準委員会 平成18年７月５
日 企業会計基準第９号)
が平成20年３月31日以前に
開始する連結会計年度に係
る連結財務諸表から適用で
きることになったことに伴
い、当中間連結会計期間か
ら同会計基準を適用してお
ります。 
 この結果、従来の方法に
よった場合に比べて、売上
総利益、営業利益及び経常
利益が12,666千円、税金等
調 整 前 中 間 純 利 益 が
138,157千円減少しており
ます。 
 なお、セグメント情報に
与える影響は、当該箇所に
記載しております。

②たな卸資産 
 ａ製品・商品

先入先出法による原価法
 ｂ仕掛品

個別法による原価法
 ｃ貯蔵品

最終仕入原価法

(2）重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

①有形固定資産
定率法(ただし、平成10

年４月１日以降に取得した
建物（建物付属設備を除
く)については定額法）に
よっております。
なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。
建物    ３～50年

①有形固定資産
同左

①有形固定資産
同左

②無形固定資産
ソフトウェア(自社利用)

については、社内における
見込利用可能期間(５年)に
よる定額法によっておりま
す。

②無形固定資産
同左

②無形固定資産
同左

③長期前払費用
均等償却をしております。

③長期前払費用
同左

③長期前払費用
同左



 
  

項目
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3）重要な引当金の

計上基準

①貸倒引当金
債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

①貸倒引当金
同左

①貸倒引当金
同左

②賞与引当金
従業員賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額
のうち当中間連結会計期間
の負担額を計上しておりま
す。

②賞与引当金
同左

②賞与引当金
従業員賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額
のうち当連結会計年度の負
担額を計上しております。

③返品調整引当金
出版物の返品による損失

に備えるため、書籍等の出
版事業に係る売上債権残高
に一定期間の返品率及び売
買利益率を乗じた額を計上
しております。

③返品調整引当金
同左

③返品調整引当金
同左

④退職給付引当金
従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末
における退職給付債務見込
額に基づき、当中間連結会
計期間末において発生して
いると認められる額を計上
しております。

④退職給付引当金
同左

④退職給付引当金
従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末
における退職給付債務に基
づき、当連結会計年度末に
おいて発生していると認め
られる額を計上しておりま
す。

(4）重要なリース取

引の処理方法

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

同左 同左

(5）重要な繰延資産

の処理方法

新株発行費は支出時に全額
費用として処理しておりま
す。

社債発行費は支出時に全額
費用として処理しておりま
す。

新株発行費及び社債発行費
は支出時に全額費用として処
理しております。

(6) その他中間連結

財務諸表(財務

諸表)作成のた

めの基本となる

重要な事項

消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理
同左

消費税等の会計処理
同左

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(キャッシュ・フ

ロー計算書)にお

ける資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロ
ー計算書における資金(現金及
び現金同等物)は、手許現金、
随時引き出し可能な預金及び
容易に換金可能であり、か
つ、価値の変動について僅少
なリスクしか負わない取得日
から３ヶ月以内に償還期限の
到来する短期投資からなって
おります。

同左  連結キャッシュ・フロー
計算書における資金(現金及び
現金同等物)は、手許現金、随
時引き出し可能な預金及び容
易に換金可能であり、かつ、
価値の変動について僅少なリ
スクしか負わない取得日から
３ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっており
ます。



会計処理の変更 

 
  

表示方法の変更 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等） 
 当中間連結会計期間から「貸借対
照表の純資産の部の表示に関する会
計基準」(企業会計基準委員会 平
成17年12月９日 企業会計基準第５
号)及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指
針」(企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準適用指針
第８号)を適用しております。 
 これによる損益に与える影響はあ
りません。 
 なお、従来の「資本の部」の合計
に相当する金額は4,207,053千円で
あります。 
 中間連結財務諸表規則の改正によ
り、当中間連結会計期間における中
間連結財務諸表は、改正後の中間連
結財務諸表規則により作成しており
ます。

     ―――――

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

――――― （中間連結貸借対照表）
 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」とし
て掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「の
れん」と表示しております。 
 
 前中間連結会計期間において、「関係会社株式」とし
て掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「投
資有価証券」に含めて表示しております。 
 



追加情報 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。

これにより税金等調整前中間純利

益が69,889千円減少しております。

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。

――――― (固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会平成14年

８月９日）および「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。 

これにより、税金等調整前当期純利

益が88,371千円減少しております。

なお、減損損失累計額については、

改正後の連結財務諸表規則に基づ

き、当該資産の金額から直接控除し

ております。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１有形固定資産の減価償却累計額

459,864千円

※１有形固定資産の減価償却累計額

495,968千円

※１有形固定資産の減価償却累計額

393,071千円

※２ 担保に供している資産

   このうち

現金及び 
預金

110,000千円

建物 488,899千円

土地 775,000千円

投資 
有価証券

2,930千円

計 1,376,829千円

※２ 担保に供している資産

   このうち

現金及び
預金

110,000千円

建物 473,065千円

土地 775,000千円

投資 
有価証券

3,540千円

計 1,361,605千円

※２ 担保に供している資産

   このうち

現金及び
預金

110,000千円

建物 481,459千円

土地 775,000千円

投資
有価証券

4,050千円

計 1,370,509千円

は長期借入金439,600千円、

１年以内返済予定長期借入金

464,800千円の担保に供して

おります。

は長期借入金354,800千円、

１年以内返済予定長期借入金

84,800千円の担保に供してお

ります。

は長期借入金397,200千円、

１年以内返済予定長期借入金

254,800千円の担保に供して

おります。

―――――― ※３ 中間連結会計期間末日満期手

形
 中間連結会計期間末日満期手形
の会計処理については、手形交換
日をもって決済処理しておりま
す。なお、当中間連結会計期間の
末日は金融機関の休日であったた
め、次の中間連結会計期間末日満
期手形が中間連結会計期間末残高
に含まれております。

受取手形   3,720千円

――――――



(中間連結損益計算書関係) 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は次のと
おりであります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は次のと
おりであります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は次のと
おりであります。

給料手当 186,945千円
賞与引当金 
繰入額

28,373千円

退職給付費用 7,385千円
広告宣伝費 86,027千円
貸倒引当金 
繰入額

1,725千円
 

給料手当 206,372千円
賞与引当金
繰入額

27,611千円

退職給付費用 4,241千円
広告宣伝費 107,893千円

給料手当 381,970千円
賞与引当金 
繰入額

27,234千円

退職給付費用 12,049千円
広告宣伝費 208,822千円
貸倒引当金 
繰入額

3,368千円

※２ 固定資産売却益の内容は、次
のとおりであります。

     ―――――― ※２ 固定資産売却益の内容は、次
のとおりであります。

工具器具及び 
備品

1,311千円
工具器具及び 
備品

1,768千円

※３ 固定資産売却損の内容は、次
のとおりであります。

     ―――――― ※３ 固定資産売却損の内容は、次
のとおりであります。

 

建物 2,406千円
工具器具及び 
備品

5,000千円

建物 15千円
工具器具及び
備品
その他

6,726千円
665千円

※４ 固定資産除却損の内容は、次
のとおりであります。

※４ 固定資産除却損の内容は、次
のとおりであります。

※４ 固定資産除却損の内容は、次
のとおりであります。

 

工具器具及び
備品

852千円

 

工具器具及び
備品

650千円

ソフトウェア 1,500千円

建物
工具器具及び
備品
その他

41,528千円
3,570千円
287千円

※５ 減損損失
当中間連結会計期間におい
て、当社グループは以下の資
産グループについて減損損失
を計上しました。

     ―――――― ※５ 減損損失
当連結会計年度において、
当社グループは以下の資産グ
ループについて減損損失を計
上しました。

 

場所 用途 種類
減損損失
(千円)

東京都 
千代田区

賃貸 
資産

土地及び
建物

69,889

賃料水準の低迷により収益
性が悪化した賃貸資産につい
て、帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減
損損失(69,889千円)として特
別損失に計上しました。その
内訳は、土地64,950千円、建
物4,938千円であります。 
 なお、回収可能価額は使用
価値により測定し、将来キャ
ッシュ・フローを5.0％で割
り引いて算定しております。

 

場所 用途 種類
減損損失 
(千円)

東京都
千代田区

賃貸
資産

土地及び
建物

69,889

東京都
品川区

アミュー

ズメント

施設

建物及び

工具器具

備品

18,482

収益性が悪化した上記の資
産について、帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失として特別損
失に計上しました。 
 なお、回収可能価額は使用
価値により測定し、将来キャ
ッシュ・フローを5.0％で割
り引いて算定しております。

     ―――――― ※６ 通常の販売目的で保有するた
な卸資産の収益性の低下によ
る簿価切下額
売上原価 58,079千円
特別損失 125,491千円

     ――――――



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

 自己株式の取得による増加               4,000株 

減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

 ストックオプションの権利行使による減少    60株 

  
３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

    該当事項はありません。 

  

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 186,368.90 － － 186,368.90

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 18,865.50 4,000 60 22,805.50

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 33,500 200 平成18年３月31日 平成18年６月24日

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に掲載

されている科目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に掲載

されている科目の金額との関係

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲載されてい

る科目の金額との関係

現金及び 
預金勘定

2,955,124千円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金

△225,860千円

現金及び 
現金同等物

2,729,263千円

現金及び 
預金勘定

2,665,108千円

預入期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金

△225,860千円

現金及び 
現金同等物

2,439,247千円

現金及び
預金勘定

3,084,421千円

預入期間が
３ヶ月を超える 
定期預金

△225,860千円

現金及び
現金同等物

2,858,560千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

取得価額 
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 
相当額 
(千円)

その他 
(工具器
具及び備
品)

52,870 49,032 3,837

その他 
(車両) 3,049 525 2,523

合計 55,919 49,558 6,361

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間期末
残高 
相当額 
(千円)

その他 
(工具器
具及び備
品)

19,122 11,548 7,574

 

取得価額
相当額 
(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

その他
(工具器
具及び備
品)

11,634 9,448 2,186

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。

(注)     同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 3,550千円

１年超 2,810千円

 計 6,361千円

１年内 3,414千円

１年超 4,160千円

 計 7,574千円

１年内 1,974千円

１年超 212千円

計 2,186千円

(注) 未経過リース料中間期末相当

額は未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により

算定しております。

(注)     同左 (注) 未経過リース料期末相当額は

未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 4,495千円

減価償却費 
相当額

4,495千円

支払リース料 2,100千円

減価償却費
相当額

2,100千円

支払リース料 6,252千円

減価償却費
相当額

6,252千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

     同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１ 時価のある有価証券 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

区分 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計上

額（千円）
差額（千円）

（1）その他有価証券

  ①株式 71,093 270,689 199,595

  ②債権 － － －

  ③その他 69,560 74,138 4,578

計 140,653 344,827 204,173

区分
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

（1）その他有価証券

  ①ＭＭＦ 88,392

  ②非上場株式 78,857

  ③転換社債 45,996

  ④投資事業組合出資金 102,580

（2）関連会社株式 164,060

区分 取得原価（千円）
中間連結貸借対照表計上

額（千円）
差額（千円）

（1）その他有価証券

  ①株式 71,093 152,180 81,087

  ②債権 － － －

  ③その他 91,319 91,694 374

計 162,413 243,874 81,461

区分
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

（1）その他有価証券

  ①ＭＭＦ 58,175

  ②非上場株式 400,929

  ③転換社債 38,930

  ④投資事業組合出資金 204,661



前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１ 時価のある有価証券 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日）、当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

及び前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

区分 取得原価（千円）
連結貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

（1）その他有価証券

  ①株式 71,093 220,200 149,107

  ②債権 － － －

  ③その他 － － －

計 71,093 220,200 149,107

区分
連結貸借対照表計上
額（千円）

（1）その他有価証券

  ①ＭＭＦ 58,139

  ②非上場株式 427,984

  ③転換社債 38,788

  ④投資事業組合出資金 127,672



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
（注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な事業内容 
 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（78,580千円）の主なものは、親会社の管理

部等管理部門に係る費用であります。 

  

出版事業
（千円）

コーポレー
トサービス
事業
（千円）

ソフトウェ
ア・ネット
ワーク事業
（千円）

インターネ
ットカフェ
事業
（千円）

その他の
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は 
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高
(1) 外部顧客に対
する売上高

1,606,729 593,650 598,679 150,946 56,233 3,006,239 － 3,006,239

(2) セグメント間
の内部売上高
又は振替高

206 － 19,864 － 15,634 35,705 (35,705) －

計 1,606,935 593,650 618,543 150,946 71,868 3,041,945 (35,705) 3,006,239

営業費用 1,384,055 564,109 497,497 177,283 69,344 2,692,289 78,580 2,770,870

営業利益又は 
営業損失（△）

222,880 29,541 121,046 △26,336 2,524 349,656 (114,286) 235,369

事業区分 主な事業内容

出版事業

コンピュータ関連書籍・雑誌の発行・販売、コンピュータ関連のカンファレンス・教
育、コンピュータ関連技術情報のＷｅｂ上での提供、一般書籍・海外翻訳書籍の発
行・販売、オンラインショップにおけるソフトウェア・ハードウェアの販売、その他
コンピュータ関連商品・サービスの販売

コーポレートサービス 
事業

情報技術（パソコン・ネットワーク・ソフトウェア等）関連企業を対象とする以下の
サービス提供
製品付随物・同封物の企画・製造請負、製品のマーケティング・販売促進に関す
るサービス、ユーザー（主に技術者）のサポートサービス、企業ＰＲ/ＩＲのサポ
ートサービス

ソフトウェア・ネット
ワーク事業

エンターテイメントソフトウェアの開発・販売、携帯インターネット技術及びメンテ
ナンス、アミューズメント施設の運営

インターネットカフェ
事業

インターネットカフェ運営

その他の事業
株式会社翔泳社プラス：
 

ＩＴ関連の職業紹介事業、人材派遣事業、請負業務紹介
事業

株式会社クラスエイ： 当社本社ビルの不動産管理事業



当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
（注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な事業内容 
 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（116,695千円）の主なものは、親会社の管

理部等管理部門に係る費用であります。 
４ 「会計方針の変更」に記載のとおり、たな卸資産について、当中間連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関

する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用しております。 

 この結果、従来の方法によった場合と比較して、当中間連結会計期間の営業費用は、出版事業について

12,666千円増加し、営業利益は同額減少しております。 

  

出版事業
（千円）

コーポレー
トサービス
事業
（千円）

ソフトウェ
ア・ネット
ワーク事業
（千円）

インターネ
ットカフェ
事業
（千円）

その他の
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は 
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高
(1) 外部顧客に対
する売上高

1,428,773 577,625 596,790 572,521 159,429 3,335,140 － 3,335,140

(2) セグメント間
の内部売上高
又は振替高

72 － 19,310 － 21,585 40,967 (40,967) －

計 1,428,845 577,625 616,100 572,521 181,015 3,376,108 (40,967) 3,335,140

営業費用 1,269,409 503,031 488,433 534,823 187,577 2,983,275 81,187 3,064,462

営業利益又は 
営業損失（△）

159,436 74,593 127,667 37,697 △6,562 392,832 (122,154) 270,678

事業区分 主な事業内容

出版事業

コンピュータ関連書籍・雑誌の発行・販売、コンピュータ関連のカンファレンス・教
育、コンピュータ関連技術情報のＷｅｂ上での提供、一般書籍・海外翻訳書籍の発
行・販売、オンラインショップにおけるソフトウェア・ハードウェアの販売、その他
コンピュータ関連商品・サービスの販売

コーポレートサービス 
事業

情報技術（パソコン・ネットワーク・ソフトウェア等）関連企業を対象とする以下の
サービス提供
製品付随物・同封物の企画・製造請負、製品のマーケティング・販売促進に関す
るサービス、ユーザー（主に技術者）のサポートサービス、企業ＰＲ/ＩＲのサポ
ートサービス

ソフトウェア・ネット
ワーク事業

エンターテイメントソフトウェアの開発・販売、携帯インターネット技術及びメンテ
ナンス、アミューズメント施設の運営

インターネットカフェ
事業

インターネットカフェ運営

その他の事業
株式会社翔泳社プラス：
 

ＩＴ関連の職業紹介事業、人材派遣事業、請負業務紹介
事業

株式会社クラスエイ： 当社本社ビルの不動産管理事業



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
（注）１ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各区分の主な事業内容 
 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（230,546千円）の主なものは、親会社の管

理部等管理部門に係る費用であります。 

  

  

出版事業
（千円）

コーポレー
トサービス
事業
（千円）

ソフトウェ
ア・ネット
ワーク事業
（千円）

インターネ
ットカフェ
事業
（千円）

その他の
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は 
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高

3,568,322 1,152,729 1,223,112 607,850 161,869 6,713,883 - 6,713,883

(2) セグメント間
の内部売上高
又は振替高

4,141 - 38,171 - 32,362 74,675 △74,675 -

計 3,572,463 1,152,729 1,261,284 607,850 194,232 6,788,559 △74,675 6,713,883

営業費用 3,089,687 1,053,910 1,070,865 608,084 192,317 6,014,865 162,431 6,177,297

営業利益又は 
営業損失（△）

482,776 98,818 190,418 △234 1,914 773,693 △237,107 536,586

事業区分 主な事業内容

出版事業

コンピュータ関連書籍・雑誌の発行・販売、コンピュータ関連のカンファレンス・教
育、コンピュータ関連技術情報のＷｅｂ上での提供、一般書籍・海外翻訳書籍の発
行・販売、オンラインショップにおけるソフトウェア・ハードウェアの販売、その他
コンピュータ関連商品・サービスの販売

コーポレートサービス 
事業

情報技術（パソコン・ネットワーク・ソフトウェア等）関連企業を対象とする以下の
サービス提供
製品付随物・同封物の企画・製造請負、製品のマーケティング・販売促進に関す
るサービス、ユーザー（主に技術者）のサポートサービス、企業ＰＲ/ＩＲのサポ
ートサービス

ソフトウェア・ネット
ワーク事業

エンターテイメントソフトウェアの開発・販売、携帯インターネット技術及びメンテ
ナンス、アミューズメント施設の運営

インターネットカフェ
事業

インターネットカフェ運営

その他の事業
株式会社翔泳社プラス：
 

ＩＴ関連の職業紹介事業、人材派遣事業、請負業務紹介
事業

株式会社クラスエイ： 当社本社ビルの不動産管理事業



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

  

  

  

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 25,046円 １株当たり純資産額 25,721円 １株当たり純資産額 25,739円

１株当たり中間純利益 806円 １株当たり中間純利益 538円 １株当たり当期純利益 2,376円

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

801円
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

537円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

2,357円

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期) 
純利益金額

 中間(当期)純利益（千円） 134,746 89,728 429,658

 普通株主に帰属しない 
 金額（千円）

－ － 28,500

(うち利益処分による役員賞
与金（千円）)

－ － (28,500)

 普通株式に係る中間 
 (当期)純利益（千円）

134,746 89,728 401,158

 期中平均株式数（株） 167,154 166,520 168,814

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益金額

 中間(当期)純利益調整額
 (千円）

－ － －

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益の算定に
用いられた普通株式増加数
の主要な内訳

 新株予約権（株） 886 513 1,369

希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益金額
の算定に含めなかった潜在
株式の概要

新株引受権１種類（新
株予約権の目的となる
株式の数3,560株）

新株引受権２種類（新
株予約権の目的となる
株式の数5,977株）

新株引受権１種類（新
株予約権の目的となる
株式の数3,560株）



(重要な後発事象) 

 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

―――――  当社は、平成18年６月23日開催の
定時株主総会における新設分割計画
書の承認決議に基づき、平成18年10
月２日に当社の100％連結子会社
「（株）翔泳社」、「（株）SEデザ
イン」、「SEモバイル・アンド・オ
ンライン（株）」及び「（株）ゲー
ムグース」を会社分割により新設
し、当社の全事業である出版事業、
コーポレートサービス事業、ソフト
ウェア・ネットワーク事業及び遊技
場、ゲームセンター経営事業を各々
の子会社に承継いたしました。 
 また、当社はこの会社分割を機に
商号を「SEホールディングス・アン
ド・インキュベーションズ（株）」
に変更のうえ純粋持株会社となり、
事業子会社の管理・統括を行うと同
時にIT関連企業の起業支援・企業育
成を行ってまいります。 
 詳細については、第２ 事業の状
況 ４ 経営上の重要な契約等 に記
載のとおりであります。 
 

――――― 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※２ 2,817,820 2,202,673 2,658,255

 ２ 受取手形 ※４ 14,275 13,480 7,460

 ３ 売掛金 1,302,856 1,379,015 1,623,830

 ４ 有価証券 134,389 97,105 96,927

 ５ たな卸資産 1,213,945 1,204,082 1,114,232

 ６ その他 ※５ 108,984 215,509 256,692

   貸倒引当金 △3,758 △3,448 △4,955

   流動資産合計 5,588,512 60.8 5,108,418 58.5 5,752,444 63.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※1,2 784,183 553,188 560,695

  (2) 土地 ※２ 1,072,759 790,600 790,600

  (3) その他 ※１ 147,152 79,610 58,830

   有形固定資産合計 2,004,095 21.8 1,423,398 16.3 1,410,125 15.5

 ２ 無形固定資産 31,389 0.3 62,984 0.7 36,899 0.4

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 526,265 739,532 552,240

  (2) 関係会社株式 628,926 956,705 978,548

  (3) 敷金・保証金 229,025 205,853 189,780

  (4) 保険積立金 131,902 110,698 131,939

  (5) その他 70,103 147,758 74,030

    貸倒引当金 △19,482 △18,893 △30,471

   投資その他の 
   資産合計

1,566,741 17.1 2,141,655 24.5 1,896,068 20.9

   固定資産合計 3,602,226 39.2 3,628,039 41.5 3,343,093 36.8

   資産合計 9,190,739 100.0 8,736,457 100.0 9,095,538 100.0



 

  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 526,736 536,757 504,321

 ２ 短期借入金 ※２ 814,800 434,800 604,800

 ３ 1年以内償還予定 
      社債

400,000 680,000 300,000

 ４ 未払金 155,305 165,575 166,761

 ５ 未払法人税等 107,100 77,822 243,504

 ６ 未払費用 74,064 102,421 77,850

 ７ 賞与引当金 80,510 69,153 63,389

 ８ 返品調整引当金 115,710 133,550 146,650

 ９ その他 ※５ 164,583 109,658 105,486

   流動負債合計 2,438,811 26.5 2,309,739 26.4 2,212,762 24.3

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,580,000 1,620,000 1,830,000

 ２ 長期借入金 ※２ 639,600 554,800 597,200

 ３ 退職給付引当金 151,302 154,865 152,699

 ４ 債務保証損失引当金 - 36,069 -

 ５ その他 15,268 9,847 9,847

   固定負債合計 2,386,170 26.0 2,375,581 27.2 2,589,746 28.5

   負債合計 4,824,982 52.5 4,685,320 53.6 4,802,509 52.8



 

  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,406,612 15.3 - - 1,406,612 15.5

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,316,095 - 1,316,095

 ２ その他資本剰余金 621,304 - 622,069

   資本剰余金合計 1,937,400 21.1 - - 1,938,164 21.3

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 18,843 - 18,843

 ２ 任意積立金 680,000 - 680,000

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益

478,666 - 608,617

   利益剰余金合計 1,177,510 12.8 - - 1,307,461 14.4

Ⅳ 土地再評価差額金 10,409 0.1 - - 10,409 0.1

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金

119,599 1.3 - - 107,994 1.2

Ⅵ 自己株式 △285,775 △3.1 - - △477,613 △5.3

   資本合計 4,365,756 47.5 - - 4,293,029 47.2

   負債・資本合計 9,190,739 100.0 - - 9,095,538 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 - 1,406,612 -

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 - 1,316,095 -

  (2) その他資本剰余金 - 622,108 -

   資本剰余金合計 - 1,938,203 -

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 - 18,843 -

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 - 680,000 -

    繰越利益剰余金 - 499,245 -

   利益剰余金合計 - 1,198,089 -

 ４ 自己株式 - △624,522 -

   株主資本合計 - - 3,918,382 44.9 - -

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

- 122,344 -

 ２ 土地再評価差額金 - 10,409 -

   評価・換算差額等 
   合計

- - 132,753 1.5 - -

   純資産合計 - - 4,051,136 46.4 - -

   負債純資産合計 - - 8,736,457 100.0 - -



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,950,160 100.0 2,603,189 100.0 6,225,657 100.0

Ⅱ 売上原価 ※６ 2,034,795 69.0 1,686,838 64.8 4,262,425 68.5

   売上総利益 915,365 31.0 916,351 35.2 1,963,231 31.5

   返品調整引当金 
   繰入額

- - - - 23,090 0.4

   返品調整引当金 
   戻入額

7,850 0.3 13,100 0.5 - -

   差引売上総利益 923,215 31.3 929,451 35.7 1,940,141 31.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 691,329 23.4 684,449 26.3 1,421,291 22.8

   営業利益 231,885 7.9 245,001 9.4 518,849 8.3

Ⅳ 営業外収益 ※１ 7,973 0.2 16,322 0.6 57,825 0.9

Ⅴ 営業外費用 ※２ 59,080 2.0 33,385 1.2 146,113 2.3

   経常利益 180,778 6.1 227,938 8.8 430,561 6.9

Ⅵ 特別利益 ※３ 162,161 5.5 917 0.0 167,338 2.7

Ⅶ 特別損失 ※4,6 36,393 1.2 250,053 9.6 57,209 0.9

   税引前中間（当期） 
   純利益又は税引前 
   中間純損失(△)

306,546 10.4 △21,197 △0.8 540,690 8.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

93,903 65,959 228,453

   法人税等調整額 38,034 131,938 4.5 △39,786 26,173 1.0 7,677 236,131 3.8

   中間（当期）純利益 
   又は中間純損失(△)

174,608 5.9 △47,370 △1.8 304,559 4.9

   前期繰越利益 304,058 304,058

   中間(当期) 
   未処分利益

478,666 608,617



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

   

   

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,406,612 1,316,095 622,069 1,938,164

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注）

 役員賞与（注）

 中間純損失

 自己株式の取得

 自己株式の処分 38 38

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

- - 38 38

平成18年９月30日残高(千円) 1,406,612 1,316,095 622,108 1,938,203

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 18,843 680,000 608,617 1,307,461 △477,613 4,174,624

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △33,500 △33,500 △33,500

 役員賞与（注） △28,500 △28,500 △28,500

 中間純損失 △47,370 △47,370 △47,370

 自己株式の取得 △148,465 △148,465

 自己株式の処分 1,557 1,596

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

- - △109,371 △109,371 △146,908 △256,241

平成18年９月30日残高(千円) 18,843 680,000 499,245 1,198,089 △624,522 3,918,382

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 107,994 10,409 118,404 4,293,029

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注） △33,500

 役員賞与（注） △28,500

 中間純損失 △47,370

 自己株式の取得 △148,465

 自己株式の処分 1,596

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

14,349 - 14,349 14,349

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

14,349 - 14,349 △241,892

平成18年９月30日残高(千円) 122,344 10,409 132,753 4,051,136



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) たな卸資産
① 製品・商品

先入先出法による原価
法

② 仕掛品
個別法による原価法

③ 貯蔵品
最終仕入原価法

(1) たな卸資産
評価基準は原価法(収益

性の低下による簿価切下げ
の方法)によっておりま
す。
① 製品・商品

先入先出法
② 仕掛品

個別法
③ 貯蔵品

最終仕入原価法

（会計方針の変更）
「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」(企業会計基
準委員会 平成18年７月５
日 企業会計基準第９号)
が平成20年３月31日以前に
開始する事業年度に係る財
務諸表から適用できること
になったことに伴い、当中
間会計期間から同会計基準
を適用しております。 
 この結果、従来の方法に
よった場合に比べて、売上
総利益、営業利益及び経常
利益が12,666千円、税引前
中間純利益が138,157千円
減少しております。

(1) たな卸資産
① 製品・商品

先入先出法による原価
法

② 仕掛品
個別法による原価法

③ 貯蔵品
最終仕入原価法

(2) 有価証券
① 子会社株式及び関連会

社株式
移動平均法による原価
法

(2) 有価証券
① 子会社株式及び関連会

社株式
同左

(2) 有価証券
① 子会社株式及び関連会

社株式
同左

② その他有価証券
時価のあるもの
中間決算日の市場価格等
に基づく時価法(評価差
額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移
動平均法により算定)

② その他有価証券
時価のあるもの
中間決算日の市場価格等
に基づく時価法(評価差
額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は
移動平均法により算定)

② その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基
づく時価法(評価差額は
全部資本直入法により処
理し、売却原価は、移動
平均法により算定)

時価のないもの
移動平均法による原価法

時価のないもの
移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責

任組合及びそれに類する
組合への出資（証券取引
法第２条第２項により有
価証券とみなされるも
の）については、組合契
約に規定される決算報告
日に応じて入手可能な最
近の決算書を基礎とし、
持分相当額を純額で取り
込む方法によっておりま
す。

時価のないもの
同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産
定率法(ただし、平成10

年４月１日以降に取得した
建物(建物付属設備を除く)
については定額法)によっ
ております。
なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。
 建物   ３～50年

(1) 有形固定資産
同左

(1) 有形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
ソフトウェア(自社利用)

については、社内における
見込利用可能期間(５年)に
よる定額法によっておりま
す。

(2) 無形固定資産
同左

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用
均等償却をしておりま

す。

(3) 長期前払費用
同左

(3) 長期前払費用
同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
債権の貸倒による損失に

備えるため、一般債権につ
いては貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

(1) 貸倒引当金
同左

(1) 貸倒引当金
同左

(2) 賞与引当金
従業員賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額
のうち当中間会計期間の負
担額を計上しております。

(2) 賞与引当金
同左

(2) 賞与引当金
従業員賞与の支給に備え

るため、将来の支給見込額
のうち当事業年度の負担額
を計上しております。

(3) 返品調整引当金
出版物の返品による損失

に備えるため、書籍等の出
版事業に係る売上債権残高
に一定期間の返品率及び売
買利益率を乗じた額を計上
しております。

(4) 退職給付引当金

(3) 返品調整引当金
同左 
 
 
 
 
 

(4) 退職給付引当金

(3) 返品調整引当金
同左 
 
 
 
 
 

(4) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお
ける退職給付債務の見込額
に基づき、当中間会計期間
末において発生していると
認められる額を計上してお
ります。

同左 
 

従業員の退職給付に備え
るため、当事業年度末にお
ける退職給付債務の見込額
に基づき、当事業年度末に
おいて発生していると認め
られる額を計上しておりま
す。

(5)     ― (5) 債務保証損失引当金
関係会社への債務保証等

に係る損失に備えるため、
被保証者の財政状態等を勘
案し、損失負担見込額を計
上しております。

(5)     ―

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

同左 同左

５ 繰延資産の処理方

法

 新株発行費は支出時に全額
費用として処理しておりま
す。

 社債発行費は支出時に全額
費用として処理しておりま
す。

 新株発行費及び社債発行費
は支出時に全額費用として処
理しております。

６ その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項

 消費税等の処理方法
 消費税等の会計処理は、
税抜方式によっておりま
す。

 消費税等の処理方法
同左

 消費税等の処理方法
同左



会計処理の変更 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準） ――――― (固定資産の減損に係る会計基準）

当中間会計期間から「固定資産の
減損に係る会計基準」（「固定資産
の減損に係る会計基準の設定に関す
る意見書」（企業会計審議会 平成
14年８月９日））及び「固定資産の
減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成15年10
月31日 企業会計基準適用指針第６
号）を適用しております。 
 これによる損益に与える影響はあ
りません。

当期より、固定資産の減損に係る
会計基準（「固定資産の減損に係る
会計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会 平成14年８月９
日）及び「固定資産の減損に係る会
計基準の適用指針」（企業会計基準
委員会 平成15年10月31日 企業会
計基準適用指針第６号）を適用して
おります。 
 これにより、税引前当期純利益が
18,482千円減少しております。な
お、減損損失累計額については、改
正後の財務諸表等規則に基づき、当
該資産の金額から直接控除しており
ます。

――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等） 
 当中間会計期間から「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基
準」(企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準第５号)
及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」
(企業会計基準委員会 平成17年12
月９日 企業会計基準適用指針第８
号)を適用しております。 
 これによる損益に与える影響はあ
りません。 
 なお、従来の「資本の部」の合計
に相当する金額は4,051,136千円で
あります。 
 中間財務諸表等規則の改正によ
り、当中間会計期間における中間財
務諸表は、改正後の中間財務諸表等
規則により作成しております。

―――――



追加情報 

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 

―――――

 

―――――
 
 

 

 

 

平成18年６月23日開催の当社定時株主総会に
おける新設分割計画書の承認に基づき、当社
は平成18年10月１日を期して当社の100％連
結子会社「㈱翔泳社」「㈱SEデザイン」「SE
モバイル・アンド・オンライン㈱」及び「㈱
ゲームグース」を会社分割により新設し、当
社の全事業である出版事業、コーポレートサ
ービス事業、ソフトウェア・ネットワーク事
業及び遊技場、ゲームセンター経営事業を
各々の子会社に承継させる予定であります。
なお、当社はこの会社分割を機に商号を「SE
ホールディングス・アンド・インキュベーシ
ョンズ㈱」に変更し、純粋持株会社として、
事業子会社の管理・統括を行うと同時にIT関
連企業等の起業支援・企業育成を積極的に実
施することにより、当社グループの拡大と成
長を目指してまいります。 
会社分割の概要は以下の通りであります。 
（１）会社分割の目的 
 戦略策定・監視機能と業務遂行機能の分
離、及び企業グループ総体としての機動力や
競争力の強化を目的としております。 
（２）会社分割の要旨 
①会社分割に係る取締役会決議 
        平成18年３月30日 
②会社分割期日 平成18年10月１日 
③会社分割方式 
 当社を新設分割会社とし、㈱翔泳社、㈱SE
デザイン、SEモバイル・アンド・オンライン
㈱及び㈱ゲームグースを新設分割設立会社と
する分社型の新設分割 
④株式の割当 
 ㈱翔泳社が発行する普通株式1,000株、㈱
SEデザインが発行する普通株式600株、SEモ
バイル・アンド・オンライン㈱が発行する普
通株式600株及び㈱ゲームグースが発行する
普通株式600株のすべてを当社に対して割当
交付する。 
⑤新設分割設立会社が承継する資産・負債 
 承継資産、負債の項目及び金額は平成18年
3月31日現在の貸借対照表その他同日現在の
計算を基礎とし、これに分割期日に至るまで
の増減を加除して計算いたします。従って、
実際に承継する金額は下記金額（平成18年3
月末日現在）と異なる可能性があります。
 (ⅰ)株式会社 翔泳社
項目 資産 項目 負債

流動資産 2,911百万円 流動資産 713百万円

固定資産 68百万円 固定資産 2,138百万円

合 計 2,979百万円 合 計 2,851百万円

 (ⅱ)株式会社 SEデザイン
項目 資産 項目 負債

流動資産 235百万円 流動資産 125百万円

固定資産 10百万円 固定資産 20百万円

合 計 245百万円 合 計 145百万円

 (ⅲ)SEモバイル・アンド・オンライン株式会社
項目 資産 項目 負債

流動資産 170百万円 流動資産 111百万円

固定資産 43百万円 固定資産 19百万円

合 計 213百万円 合 計 130百万円

 (ⅳ)株式会社 ゲームグース
項目 資産 項目 負債

流動資産 119百万円 流動資産 332百万円

固定資産 289百万円 固定資産 2百万円

合 計 408百万円 合 計 334百万円



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額
398,838千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額
369,247千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額
339,913千円

※２ 担保資産
(1) 担保に供している資産

現金及び預金 110,000千円

建物 488,899千円

土地 775,000千円

投資有価証券 2,930千円

合計 1,376,829千円

※２ 担保資産
(1) 担保に供している資産

現金及び預金 110,000千円

建物 473,065千円

土地 775,000千円

投資有価証券 3,540千円

合計 1,361,605千円

※２ 担保資産
(1) 担保に供している資産

現金及び預金 110,000千円

建物 481,459千円

土地 775,000千円

投資有価証券 4,050千円

合計 1,370,509千円

(2) 上記の担保資産に対する債務
長期借入金
(１年以内返済予定長期借入金を
含む)

904,400千円

(2) 上記の担保資産に対する債務
長期借入金
(１年以内返済予定長期借入金を
含む)

439,600千円

(2) 上記の担保資産に対する債務
長期借入金
(１年以内返済予定長期借入金を
含む)

652,000千円

３ 保証債務
下記会社の金融機関借入金につ

いて保証を行っております。
㈱クラスエイ(関係会社)

93,300千円

３ 保証債務
下記会社の金融機関借入金につ

いて保証を行っております。
㈱クラスエイ(関係会社)

55,430千円

３ 保証債務
下記会社の金融機関借入金につ

いて保証を行っております。
㈱クラスエイ(関係会社)

92,400千円

―――――― ※４ 中間会計期間末日満期手形

 中間会計期間末日満期手形の会計
処理については、手形交換日をもっ
て決済処理しております。なお、当
中間会計期間の末日は金融機関の休
日であったため、次の中間会計期間
末日満期手形が中間会計期間末残高
に含まれております。

     受取手形   3,720千円

――――――

※５ 消費税等の取扱い
仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動負債の「その
他」に含めて表示しております。

※５ 消費税等の取扱い
仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺のうえ、流動資産の「その
他」に含めて表示しております。

    ――――――



(中間損益計算書関係) 

 
  

  

  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

   自己株式の取得による増加               4,000株 

  減少数の主な内訳は、次の通りであります。 

   ストックオプションの権利行使による減少   60株 

  

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
 至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
 至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目
受取利息 175千円
投資事業組合運用益 4,112千円

※１ 営業外収益の主要項目
受取利息 1,045千円
投資有価証券売却益 10,881千円

※１ 営業外収益の主要項目
受取利息 2,067千円
受取賃貸料 1,200千円

 

※２ 営業外費用の主要項目
支払利息 15,444千円
社債利息 7,970千円
新株発行費 6,860千円
自己株式処分費用 9,500千円
買収関連費用 12,000千円  

※２ 営業外費用の主要項目
支払利息 10,516千円
社債利息 11,344千円
社債発行費 3,214千円

※２ 営業外費用の主要項目
支払利息 28,303千円
社債利息 17,702千円
社債発行費 8,640千円
自己株式処分費用 9,500千円

買収関連費用 48,478千円

※３ 特別利益の主要項目
投資有価証券売却益 160,850千円

※３ 特別利益の主要項目
――――――

※３ 特別利益の主要項目
投資有価証券売却益 165,569千円

 

※４ 特別損失の主要項目
固定資産売却損 7,407千円
子会社株式評価損 10,000千円
貯蔵品廃棄損 18,133千円

※４ 特別損失の主要項目
固定資産除却損 2,150千円
投資有価証券評価損 20,228千円
関連会社株式評価損 21,843千円
たな卸資産評価損 125,491千円
債務保証損失引当金
繰入額 36,069千円

役員退職慰労金 30,000千円
保険解約損 7,859千円
分社関連費用 6,398千円

 

※４ 特別損失の主要項目
固定資産売却損 7,407千円
固定資産除却損 1,115千円
貯蔵品廃棄損 18,133千円

 ５ 減価償却実施額
有形固定資産 56,888千円
無形固定資産 3,905千円

 ５ 減価償却実施額
有形固定資産 30,842千円
無形固定資産 4,805千円

 ５ 減価償却実施額
有形固定資産 113,386千円
無形固定資産 8,777千円

―――――― ※６ 通常の販売目的で保有する 
   たな卸資産の収益性の低下に 
   よる簿価切下額

売上原価 58,079千円
特別損失 125,491千円

――――――

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 18,865.50 4,000 60 22,805.50



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

 

取得価額
相当額

(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

中間 
期末残高
相当額 
(千円)

その他  
(工具器具
及び備品)

52,870 49,032 3,837

その他  
（車両） 3,049 525 2,523

合計 55,919 49,558 6,361

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。

 

取得価額
相当額

(千円)

減価償却
累計額 
相当額 
(千円)

中間
期末残高
相当額 
(千円)

その他  
(工具器具
及び備品)

11,634 10,716 918

(注)     同左
 

取得価額
相当額

(千円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円)

期末残高
相当額 
(千円)

その他 
(工具器具
及び備品)

11,634 9,448 2,186

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 3,550千円

１年超 2,810千円

計 6,361千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 918千円

１年超 -

計 918千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,974千円

１年超 212千円

計 2,186千円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法に

より算定しております。

(注)     同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定して

おります。

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 4,495千円

減価償却費
相当額

4,495千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 1,268千円

減価償却費
相当額

1,268千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 6,252千円

減価償却費
相当額

6,252千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

  

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

区分
中間貸借対照表計上額  

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

 関連会社株式 117,070 357,424 240,354

計 117,070 357,424 240,354



(重要な後発事象) 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 

 当社は、平成17年11月28日開催の取締
役会において、平成18年１月31日をもっ
て連結子会社のＩＮＣユナイテッド株式
会社に対し、インターネットカフェ部門
を譲渡することを決議し、同日付で営業
譲渡契約を締結いたしました。
①営業譲渡の目的
  当社はグループ内で行っているイン
ターネットカフェ事業について、更に
展開を加速するため、子会社に一本化
することで事業の効率化を行い、事業
拡大と収益向上を図るものでありま
す。

②営業譲渡先の名称
 ＩＮＣユナイテッド株式会社
③営業譲渡する事業の
 当中間会計期間の売上高

150,946千円

④営業譲渡する資産の額（平成17年9月30
日現在の簿価）

  流動資産 14,064千円

  固定資産 628,773千円

  資産合計 642,838千円

  ※負債については、譲渡いたしませ
ん。

⑤譲渡価額および決済方法
  営業譲渡の代金は、不動産について
は譲渡日における適正価格、その他の
財産については譲渡日における帳簿価
格を基準として、当事者間で協議の上
決定いたします。また代金は、譲渡日
に支払いをいたします。ただし、代金
決定の際、代金の支払方法を別途定め
た場合は、これによります。

 当社は、平成18年６月23日開催の定時
株主総会における新設分割計画書の承認
決議に基づき、平成18年10月２日に当社
の100％連結子会社「（株）翔泳社」、
「（株）SEデザイン」、「SEモバイル・
ア ン ド・オ ン ラ イ ン（株）」及 び
「（株）ゲームグース」を会社分割によ
り新設し、当社の全事業である出版事
業、コーポレートサービス事業、ソフト
ウェア・ネットワーク事業及び遊技場、
ゲームセンター経営事業を各々の子会社
に承継いたしました。 
 また、当社はこの会社分割を機に商号
を「SEホールディングス・アンド・イン
キュベーションズ（株）」に変更のうえ
純粋持株会社となり、事業子会社の管
理・統括を行うと同時にIT関連企業の起
業支援・企業育成を行ってまいります。 
 詳細については、第２ 事業の状況 ４ 
経営上の重要な契約等 に記載のとおりで
あります。

該平成18年５月26日開催の取締役会におい
て、会社法第165条第２項の規定に基づ
き、自己株式を取得する旨の決議をして
おります。 
（１）理由 
 経済情勢の変化に対応した機動的な経
営を遂行するため 
（２）取得する株式の種類 
 普通株式 
（３）取得する株式の数 
 4,000株(上限） 
（４）株式取得価額の総額 
 240百万円（上限） 
（５）自己株式取得の日程 
 平成18年５月29日～平成18年８月31日

 
 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

（１）自己株券買付状況報告書 報告期間 自 平成18年３月１日
至 平成18年３月31日

平成18年４月３日
関東財務局長に提出

（２）臨時報告書の 訂正報告書
平成18年３月30日提出の臨時報告書  

（会社分割）の訂正報告書
平成18年５月26日
関東財務局長に提出

（３）有価証券報告書 及びその添付書類
事業年度 
(第21期)

自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

平成18年６月26日
関東財務局長に提出

（４）自己株券買付状況報告書 報告期間 自 平成18年６月１日
至 平成18年６月30日

平成18年７月３日
関東財務局長に提出

（５）有価証券報告書の 訂正報告書 上記（３）の有価証券報告書の訂正報告書平成18年７月26日関東財務局長に提出

（６）臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第４号（主要株主の異動）

平成18年８月29日
関東財務局長に提出

（７）自己株券買付状況報告書 報告期間 自 平成18年８月１日
至 平成18年８月31日

平成18年９月１日
関東財務局長に提出

（８）自己株券買付状況報告書 報告期間 自 平成18年９月１日
至 平成18年９月30日

平成18年10月３日
関東財務局長に提出

（９）自己株券買付状況報告書 報告期間 自 平成18年11月１日
至 平成18年11月30日

平成18年12月７日
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２１日

株 式 会 社 翔 泳 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社翔泳社の平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャ

ッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社翔泳社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１

７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 廣 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渥 美 龍 彦 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２５日

ＳＥホールディングス・アンド・インキュベーションズ株式会社 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＳＥホールディング

ス・アンド・インキュベーションズ株式会社（旧会社名 株式会社翔泳社）の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの

連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間

連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を

行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、ＳＥホールディングス・アンド・インキュベーションズ株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、中間連結財務諸表提出会社は平成１８年１０月２日をもって純粋持株会社へ移行した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 村 山 憲 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渥 美 龍 彦 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２１日

株 式 会 社 翔 泳 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社翔泳社の平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２１期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０

日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社翔泳社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月

３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 廣 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渥 美 龍 彦 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月２５日

ＳＥホールディングス・アンド・インキュベーションズ株式会社 

取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＳＥホールディング

ス・アンド・インキュベーションズ株式会社（旧会社名 株式会社翔泳社）の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの

第２２期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借

対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ＳＥホ

ールディングス・アンド・インキュベーションズ株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年１０月２日をもって純粋持株会社へ移行した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 村 山 憲 二 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渥 美 龍 彦 
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